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In this paper, in order to establish a simple impact response analysis method for the RC beams mixed
with PolyVinyl Alcohol (PVA) short-fibre, the method replacing PVA short-fibre into some shell ele-
ments of PVA plates with an equivalent tensile strength to the post-peak residual tensile strength of the
concrete was proposed. An applicability of the method was investigated conducting three-dimensional
elasto-plastic finite element analysis using LS-DYNA code and comparing the results with the falling-
weight impact test results for RC beams. From this study, it is confirmed that the crack distributions
and failure mode of the RC beams mixed with PVA short-fibre can be better simulated, and upgrading
effects of mixing PVA short-fibre on impact resistant capacity can be properly estimated by using the
proposed numerical analysis method.

Key Words : RC beam, PVA short-fibre, bridge effects, impact response analysis

キーワード： RC梁，PVA短繊維，架橋効果，衝撃挙動解析

1. はじめに

落石防護構造物や砂防ダム，原子力発電関連施設等
の鉄筋コンクリート (RC) /プレストレストコンクリー
ト (PC)構造物は，衝撃的な外力に対して高い安全性が
要求される重要構造物である．この種の構造物の耐衝
撃性を向上させる方法の１つとして，種々の短繊維を
混入したコンクリートを用い構造物の靱性能を向上さ
せる方法が考えられる．最近では，特に耐食性に優れ，
セメントマトリクスとの付着性が高いポリビニルアル
コール (PVA)短繊維を混入したモルタルやコンクリー
トに関する研究が盛んに行われている 1)～3)．著者等
もこれまで PVA短繊維を混入した RC梁や RC版の静
的および衝撃荷重載荷実験を実施し，PVA短繊維混入
による耐荷性能および耐衝撃性向上効果を確認してい
る 4)～6)．
また，著者らはこれまで RC部材の耐衝撃挙動を適

切にシミュレート可能な数値解析手法の確立を目的
に，基本的な構造部材である普通コンクリート製 RC
梁を対象として三次元弾塑性衝撃応答解析を多数実施
するとともに，実験結果との比較により解析精度の向

上に向けた検討も行っている．その結果， RC梁の耐
衝撃挙動を精度良く予測可能な数値解析手法を提案す
るに至っている 7),8)．しかしながら，短繊維を混入し
た RC部材を対象とした数値解析的な検討は，著者ら
を含め他の研究機関においてもほとんど行われていな
いのが現状である．短繊維混入コンクリートを用いた
RC 部材の耐衝撃設計法を確立するためには，実験結
果は勿論のこと精度の高い数値解析結果も併用して効
率的に検討する必要があるものと考えられる．
このような観点より，本研究では，PVA短繊維を混

入した RC梁の耐衝撃性を精度良く再現可能な数値解
析手法の確立を目的に，短繊維混入 RC梁を対象とし
た三次元弾塑性衝撃応答解析を行い，実験結果との比
較によりその妥当性を検討した．特に，PVA短繊維混
入コンクリートのモデル化においては，短繊維混入に
よるコンクリートの引張靱性能向上効果を簡易かつ合
理的に再現するため，コンクリート要素の分割境界面
部に PVA短繊維の架橋効果を考慮したシェル要素を配
置する方法を新たに提案している．なお，本数値解析
には，陽解法に基づく非線形動的構造解析用汎用コー
ド LS-DYNA (ver. 970)9) を用いた．
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表－ 1 試験体の一覧

試験体名
短繊維混入率 衝突速度 計算曲げ耐力 計算せん断耐力 せん断余裕度

Vf (%) V (m/s) Puc (kN) Vuc (kN) α (=Vuc/Puc)
F0 0 4, 5 179.4 112.7 0.63
F1 1 5, 6 177.9 107.8 0.61
F2 2 6, 7 175.5 99.1 0.56
F3 3 8, 9 175.1 97.7 0.56
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図－ 1 RC梁の形状寸法および配筋状況

表－ 2 コンクリートの配合一覧
Vf W/C 単位量 (kg/m3) 混和剤 (C × %) スランプ 空気量
(%) (%) W C S G AE剤 高性能 AE減水剤 (cm) (%)

0 48 140 290 870 1065 0.002 0.5 10.0 6.5
1 49 162 330 1075 775 0.001 0.7 10.4 4.3
2 53 175 330 1085 725 0.0035 0.8 10.5 4.8
3 52 190 360 1307 436 0.003 0.8 10.3 5.6

2. 実験概要

2.1 試験体概要
表－ 1には，本研究において数値解析の対象とした

実験ケースの一覧を示している．実験ケースは，RC
梁の短繊維混入率 Vf を４種類 (Vf = 0, 1, 2, 3 %)，重錘
衝突速度 (以後，単に衝突速度 V )を２種類に変化させ
た全８ケースである．衝突速度 V は，別途実施した漸
増繰り返し載荷実験結果 5) を参考に，各 RC梁がせん
断もしくは曲げ破壊に至る速度として設定したもので
ある．試験体名は，英文字の Fと短繊維混入率 Vf (%)
の組み合わせとして示している．
表中の計算曲げ耐力 Puc および計算せん断耐力 Vuc

は，後述の材料特性値を用い，コンクリート標準示方
書［構造性能照査編］10) に準拠して普通コンクリート
を使用する場合と同様の方法で算出している．また，
せん断余裕度 α は，計算曲げ耐力 Puc に対する計算せ
ん断耐力 Vuc の比として算出している．表より，各試
験体でコンクリートの圧縮強度が異なるため，Puc, Vuc

が若干異なるものの，せん断余裕度 α は 0.6程度と 1.0
以下になっていることが分かる．従って，いずれの試
験体も普通コンクリート使用時にはせん断破壊により
終局に至ることが予想される．
図－ 1には，RC梁の形状寸法および配筋状況を示

している．本実験に用いた試験体は，全て断面寸法 (幅
×高さ)が 150 × 300 mm，純スパン長が 2 m，軸方向筋
に D25 (SD345) を用いた複鉄筋 RC 梁である．なお，
せん断補強筋は配置していない．また，載荷方法にか
かわらず，載荷位置はスパン中央部としているため，
せん断スパン比は 3.85となっている．
表－ 2には，本実験に用いた各コンクリートの配合

を示している．また，表－ 3には，実験時におけるコ
ンクリートの力学特性値を示している．ここで，表中
の残存引張強度 fr は，短繊維混入コンクリートの一軸
引張試験により得られるものであり，ひび割れ発生後
に短繊維の架橋効果によって保持される引張応力であ
る．なお，ここに示している残存引張強度 fr は，著者
らの既往の試験結果 11),12) から引用したものである．
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表－ 3 コンクリートの力学的特性

短繊維 圧縮 弾性 引張 残存
混入率 強度 係数 強度 引張強度*
Vf (%) f ′c (MPa) Ec (GPa) ft (MPa) fr (MPa)

0 60.3 39.0 3.66 -
1 52.7 33.1 4.11 0.66
2 41.0 28.3 4.82 1.32
3 39.3 26.3 4.99 1.69

　　　　　　　　　*: 既往の文献 11),12) による試験値
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図－ 2 短繊維混入コンクリートの引張応力－
開口変位関係の一例 11) 　　　

表－ 4 鉄筋の力学的特性

鉄筋名称 材質
降伏強度 弾性係数 ポアソン比
σy (MPa) Es (GPa) νs

D25 SD345 390 206 0.3

表－ 5 PVA短繊維の力学的特性

長さ 直径 アスペ 引張 弾性 破断
l d クト比 強度 係数 ひずみ

(mm) (mm) l/d σp (GPa) Ep (GPa) (%)
30 0.66 45 0.88 29.4 7.0

そのため，本実験に用いたコンクリートとは配合や圧
縮強度が多少異なるコンクリートの試験値となってい
る．ただし，既往の文献 11),12) のコンクリート配合は，
本研究のものと水セメント比がほぼ同等 (W/C = 50 %
程度) であり，かつ混入した短繊維の種類や形状寸法
も全く同様である．従って，セメントマトリクスと短
繊維との付着性状もほぼ同様であるものと考え，ここ
では既往の試験値を用いることとした．図－ 2には，
短繊維混入コンクリートの一軸引張試験により得られ
た引張応力－開口変位関係の一例 11) を示している．
表－ 4には，鉄筋の力学特性値を示している．また，

表－ 5には，PVA短繊維の寸法および力学特性値の公

写真－ 1　衝撃荷重載荷実験の状況

称値を示している．

2.2 実験方法
衝撃荷重載荷実験は，重錘を所定の高さから RC梁

のスパン中央部に一度だけ自由落下させる単一載荷に
より実施した．用いた重錘は質量 300 kg，載荷点部直
径 φ = 150 mmの円柱状鋼製重錘である．なお，重錘
底部は衝突時の片当たりを防止するために，半径 1,407
mm，高さ 2 mm のテーパを有する球形状となってい
る．写真－ 1には，衝撃荷重載荷実験の実験状況を示
している．試験体は跳ね上がり防止用治具付きのロー
ドセル内蔵型支点治具上に設置している．また，支点
治具全体は，RC 梁の回転のみを許容するピン支持に
近い構造となっている．
測定項目は，図－ 1に示されている重錘衝撃力 P，

合支点反力 R（以後，単に支点反力）および載荷点変
位 D（以後，変位）に関する各応答値である．重錘衝
撃力 Pは，重錘に内蔵されている衝撃荷重測定用ロー
ドセル (容量：1,470 kN，応答周波数：DC ∼ 4.0 kHz)
を用いて測定した．支点反力 Rは，両支点治具に３つ
ずつ内蔵されている衝撃荷重測定用ロードセル (容量：
1,000 kN，応答周波数：DC ∼ 2.4 kHz) を用いて測定
し，全ての応答値を総和して合支点反力とした．変位
Dは，非接触式レーザ変位計 (容量：200 mm，応答周
波数：DC ∼ 915 Hz)により測定した．なお，変位の測
定は，梁側面に取り付けたプラスチックプレートに対
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図－ 3 有限要素モデルの要素分割状況

し，変位計からのレーザ光を上向きに照射する方法で
行った．
これらの応答波形は，増幅器を介して広帯域用デー

タレコーダにより一括収録した後，100 µs/word のサ
ンプリング間隔で A/D変換を行い，数値解析結果との
比較検討に供した．なお，重錘衝撃力波形の場合には，
高周波成分が卓越していることより原波形を用いるこ
ととし，支点反力および変位波形の場合には，低周波
成分が卓越していることよりノイズ処理のために 0.5
msの矩形移動平均法により平滑化を施した．

3. 数値解析概要

3.1 数値解析モデル
図－ 3には，本数値解析に用いた有限要素モデルの

要素分割状況を示している．本数値解析では RC梁の
みならず，重錘および支点治具も実形状を極力再現す
る形で詳細にモデル化している．また，有限要素モデ
ルは，RC梁の対称性を考慮して梁幅方向（x方向）お
よびスパン方向（y方向）にそれぞれ 2等分した 1/4モ
デルである．
図－ 4には，有限要素モデルにおける RC梁の断面

図を示している．ここで，短繊維混入コンクリートの
引張特性は前述の 図－ 2 に示しているように，1) ひ
び割れ発生により応力が急激に低下した後，2)短繊維
の架橋効果により残存引張強度 fr 程度の応力が保持さ
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図－ 4 有限要素モデルにおける RC梁の断面図

れ，3)開口変位量の増加に伴って引張応力が徐々に低
下する複雑な性状となっている．そのため，短繊維混
入コンクリートのモデル化においては，短繊維の架橋
効果を簡易かつ合理的に再現するため，コンクリート
要素の分割境界面部に PVA 短繊維の架橋効果を考慮
したシェル要素を配置する複合要素を採用することと
した．なお，PVA短繊維の架橋効果は，後述するよう
に，残存引張強度 fr を降伏応力とする完全弾塑性型に
モデル化した．また，断面方向に配置した各シェル要
素は全て等厚と仮定した．その厚さ t は，梁幅 bにお
いて，各短繊維混入率Vf に対応した厚さとなるように
式 (1)により算出した．

t =
b× (Vf /100)

n
(1)

ここで，n は断面方向に配置したシェル要素の数で
ある．上式により，シェル要素の厚さは，短繊維混入
率 Vf = 1, 2 および 3 % の場合において，それぞれ，
0.167, 0.333および 0.500 mmとなる．なお，シェル要
素には，短繊維混入率 Vf に応じた厚さ t が設定されて
いることより，要素の物性値に対応した面外曲げ剛性
も考慮されている．また，軸方向鉄筋は，図－ 4に示
すように公称断面積と等価な正方形要素に簡略化して
配置している．
重錘は，図－ 3に示されているように，直径 200 mm

の円柱部とロードセル部から構成されるモデルとし，
重錘底部の形状は扁平状に簡略化した．重錘の内部要
素には全て鋼材の材料物性値を用い，重錘質量 300 kg
を重錘モデルの体積で除した値を密度として入力する
ことで数値解析の簡略化を図っている. 支点治具部は，
ロードセルやリバウンド防止用治具も含め，実構造に
即してモデル化することとした．なお，支点の底部に
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図－ 5 各材料の応力-ひずみ関係

は，実験時と同様に治具全体の x軸回りの回転のみを
許容するように境界条件を設定している．
要素の積分点数は，いずれの要素に対しても 1点積

分を基本としているが，主鉄筋要素に関しては断面方
向に１要素でモデル化していることより，解析精度を
考慮して 8点で積分を行っている．RC梁と重錘，およ
び RC梁と支点治具の要素間には，それぞれ面と面の
接触・剥離を伴う滑りを考慮した接触面を定義してい
る．また，コンクリート要素と軸方向鉄筋および PVA
短繊維の要素間には，完全付着を仮定している．
重錘衝突による衝撃荷重は，重錘が RC梁に接触し

た状態で，重錘要素の全節点に実験時と同様の衝突速
度を付加する形で作用させている．質量に比例する粘
性減衰定数は，RC梁の最低次固有振動数に対して 0.5
%を設定した．なお，本数値解析モデルにおける総接
点数は 10,548，総要素数は 12,402である．

3.2 材料物性モデル
図－ 5には，本数値解析で用いたコンクリート，PVA

短繊維および軸方向鉄筋の応力－ひずみ関係を示して
いる．以下に，各材料物性モデルの概要を述べる．
(1) コンクリート
図－ 5(a)に示すように，コンクリート要素には圧縮

側に対しては折線近似による相当応力―相当ひずみ関
係，引張側に対しては破壊圧力に達した段階で引張力
を伝達しないとする弾塑性体モデルを適用した．特に
圧縮領域に関しては，0.15 %ひずみに達した状態で降
伏するものと仮定する完全弾塑性体のバイリニア型に
モデル化した．圧縮側の降伏応力および引張側の破壊
圧力には，それぞれ表－ 3に示す圧縮強度，引張強度
の試験値を採用している．なお，圧縮領域におけるコ
ンクリートの降伏の判定には von Misesの降伏条件を
採用した．

(2) PVA短繊維の架橋効果
PVA 短繊維の架橋効果は， 図－ 5(b)に示すように

完全弾塑性型にモデル化した．これは， 図－ 2 に示
した短繊維混入コンクリートの引張応力－開口変位関
係を参考に，降伏までは弾性係数 Ep を有する弾性体
として挙動し，降伏後は降伏強度 σyp を保持する引張
特性を有するものとしてモデル化したものである．ま
た，圧縮側についても引張側と同様の特性を示すもの
として簡略化した．ここで，降伏強度 σyp は，短繊維
の架橋効果をモデル化したシェル要素の降伏強度であ
ることから，短繊維混入コンクリートの残存引張強度
fr を短繊維のみで負担するものと仮定し，式 (2)によ
り算出した．

σyp =
fr

Vf
×100 (2)

弾性係数 Epおよび単位体積質量 ρpには，表－ 5に
示している PVA短繊維の公称値を用いた．また，降伏
の判定には von Misesの降伏条件を採用している．
(3) 軸方向鉄筋
軸方向鉄筋には，図－ 5(c)に示すように降伏後の塑

性硬化係数 H ′ を考慮した等方弾塑性体モデルを採用
した．弾性係数 Es およびポアソン比 νs には表－ 4に
示されている公称値を，降伏応力 σyには引張試験結果
を用いることとした．また，単位体積質量 ρsには公称
値である ρs = 7.85 × 103 kg/m3 を用いた．降伏の判定
は von Misesの降伏条件に従うこととし，塑性硬化係
数 H ′ は，弾性係数 Es の 1 %と仮定している．
(4) 重錘，支点治具および定着鋼板
重錘，支点治具，および定着鋼板には弾性体モデル

を適用している．また，弾性係数 E，ポアソン比 ν は
それぞれ E = 206 GPa，ν = 0.3と仮定している．単位
体積質量 ρs には公称値である ρs = 7.85 × 10 3 kg/m3

を用いることとした．
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図－ 6 ひび割れ分布性状に関する実験および解析結果の比較

4. 実験および数値解析結果

4.1 ひび割れ図と第一主応力分布図
図－ 6には，実験終了後のひび割れ分布および数値

解析結果の最大変位時における第一主応力分布図を示
している．なお，数値解析結果においては，ひび割れ
発生位置を特定できるようにするため，第一主応力が
零程度 (± 0.001 MPa)となる要素を緑色で示している．
実験結果より，短繊維を混入していない F0 試験体

の場合には，載荷点から両支点側に進展する斜めひび
割れの他，アーチ状ひび割れも発生していることがわ
かる．また，下縁および上縁かぶりコンクリートの剥
落も生じており，衝突速度 V が大きい場合ほど損傷が
著しい．一方，短繊維を混入した F1/2/3試験体の場合

には，衝突速度 V が大きい場合ほど損傷が著しくなる
傾向にあるものの，かぶりコンクリートの剥落は見ら
れない．また，F1/2試験体の場合には，アーチ状ひび
割れが大きく開口してせん断破壊に至っているのに対
し，F3試験体の場合には，他の試験体に比較して衝突
速度 V が大きいにもかかわらず，アーチ状ひび割れや
斜めひび割れの大きな開口はみられず，曲げ変形が卓
越する破壊形式に移行していることが分かる．
一方，解析結果を見ると，F0/1 試験体の場合には，

載荷点から支点側に向かって進展する斜めひび割れや
アーチ状のひび割れの発生が多く見受けられ，せん断
破壊のモードが強く現れていることが分かる．特に，
F0試験体の V = 5 m/sおよび F1試験体の V = 6 m/sの
場合には，斜めひび割れやアーチ状ひび割れの形状が
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図－ 7 重錘衝撃力波形に関する実験および数値解析結果の比較図

実験結果と良く対応している．これに対し，F2/3試験
体の解析結果では，アーチ状ひび割れの他，曲げひび
割れや曲げせん断ひび割れの発生も多く見られる．特
に，F3試験体の場合には，ひび割れ分布性状が実験結
果と良く対応しており，破壊モードが曲げ破壊型に移
行していることが分かる．
これらのことより，本数値解析では実験結果に見ら

れたかぶりコンクリートの剥落や大きなひび割れの開
口は再現されていないものの，ひび割れ分布性状や破
壊モードについては概ね良くシミュレートされている
ことが分かる．

4.2 重錘衝撃力
図－ 7には，重錘衝撃力波形に関する数値解析結果

を実験結果と比較して示している．図より，実験結果
の重錘衝撃力波形は，短繊維混入率 Vf や衝突速度 V
によらず，衝撃荷重載荷初期に励起する高周波で振幅
の大きい第１波とその後に励起する継続時間が長く振
幅の小さい第２波で構成されていることが分かる．ま
た，これらの波形の振幅および継続時間は，衝突速度
が大きい場合ほど大きい．実験結果を解析結果と比較
すると，F0-V4および F1-V5試験体の場合において，
第２波目が励起する時刻に若干の差異が見られるもの
の，それ以外の波形性状については両者比較的良く対
応していることが分かる．なお，F0/1試験体の衝突速
度 V = 5 m/s の場合における解析結果を比較すると，
F1試験体の第２波目の振幅が F0試験体の場合よりも
大きく示されており，短繊維混入による耐衝撃性向上
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図－ 8 支点反力波形に関する実験および数値解析結果の比較図

効果が再現されていることが分かる．

4.3 支点反力
図－ 8には，支点反力波形に関する実験および数値

解析結果を比較して示している．図より，実験結果に
おいて，F0/1試験体および F2試験体の V = 7 m/s場合
には，継続時間 8 ms程度の主波動に周期 3 ms程度の
高周波成分が合成された波形性状を示している．これ
に対し，F2 試験体の V = 6 m/sおよび F3 試験体の場
合には，継続時間が 15 ∼ 20 ms程度の主波動に周期 3
ms 程度の高周波成分が合成された波形性状を示して
いる．これは，前者の場合には，衝撃荷重の作用によ
りせん断ひび割れが大きく開口して，両支点に伝達さ
れる荷重が急激に零レベルに至ったのに対し，後者の
場合には，短繊維の架橋効果によりせん断ひび割れの

開口が抑制されるため，曲げ変形モードが卓越し主波
動継続時間の長い波形分布性状を示したことによるも
のと考えられる．
解析結果を見ると，F0/1試験体および F2 試験体の

V = 7 m/s場合には，衝撃荷重載荷初期の性状は実験結
果とほぼ対応しているものの，その後は，解析結果が
実験結果を上回っている．これは，解析結果では，荷
重載荷初期の耐衝撃挙動は再現されているものの，そ
の後の著しいせん断破壊の性状までは再現できていな
いことを示している．なお，F0/1 試験体の V = 5 m/s
の場合における解析結果を比較すると，F1試験体の最
大支点反力が F0 試験体の場合よりも大きく示されて
いる．このことから，前述の重錘衝撃力の場合と同様，
短繊維混入による耐衝撃性向上効果が再現されている
ことが分かる．
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図－ 9 変位波形に関する実験および数値解析結果の比較図

一方，未だせん断破壊に至っていない F2試験体のV
= 6 m/sおよび F3試験体に関する解析結果の場合には，
継続時間が 15∼20 ms程度である主波動の波形分布が
ほぼ実験結果と対応している．これらのことより，本
数値解析により得られた支点反力波形は，著しいせん
断破壊を伴う場合を除き，実験結果を精度良く再現し
ていることが明らかになった．

4.4 載荷点変位
図－ 9には，変位波形に関する実験および数値解析

結果を比較して示している．なお，F3試験体の V = 9
m/sの場合には，30 ms程度以降において，試験体側面
に取り付けている変位測定用プレートが脱落し測定不
能となったため，30 msまでの波形分布を示している．

図より，実験結果においては，いずれの試験体の場
合も衝撃荷重載荷初期に正弦半波状の第１波が励起し
た後，変位が正側にシフトした状態で減衰自由振動を
示していることが分かる．ただし，短繊維を混入して
いない F0 試験体の場合には，振動が過減衰的に減衰
し，直流成分のみが励起している．また，第１波の継
続時間は，F0/1試験体および F2試験体の V = 7 m/sの
場合よりも，F2試験体のV = 6 m/sおよび F3試験体の
場合が小さい．これは，前者の場合には斜めもしくは
アーチ状ひび割れが大きく開口してせん断破壊に至っ
ているのに対し，後者の場合には未だせん断破壊には
至っていないため，梁が未だ復元力を保持しているこ
とを示しているものと考えられる．
解析結果と実験結果を比較すると，いずれの試験体
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の場合も衝撃荷重載荷初期における変位の急激な立ち
上がりの性状が良く対応していることが分かる．しか
しながら，F0/1試験体および F2試験体の V = 7 m/sの
場合には，第１波の最大振幅や継続時間が対応せず，
解析結果が小さく示されている．これは，前述の支点
反力波形の場合と同様，解析結果は著しいせん断破壊
の性状までは再現できないことによるものと考えられ
る．なお，F0/1試験体のV = 5 m/sの場合の解析結果を
比較すると，F1試験体の最大変位が F0試験体の場合
よりも小さく示されており，短繊維の架橋効果によっ
て変形が効果的に抑制されていることが分かる．
一方，せん断破壊に至っていない F2試験体の V = 6

m/sおよび F3試験体の場合には，第１波の性状が実験
結果と良く対応している．ただし，第１波以降の波形
性状は，実測の残留変位が大きい場合ほど解析結果が
実験結果を大きく上回る傾向にある．これは，解析結
果では，せん断ひび割れが大きく開口した後の短繊維
の架橋効果特性や復元力特性を十分に再現できていな
いことに起因しているものと推察される．
以上のことより，本研究において提案した短繊維混

入 RC梁の耐衝撃挙動に関する数値解析手法は，せん
断破壊や曲げ変形が顕在化する場合には実験結果と対
応しない場合があるものの，実験結果の耐衝撃挙動を
概ねシミュレート可能であることが明らかになった．

5. まとめ

本研究では，PVA短繊維を混入した RC梁の耐衝撃
挙動を精度良く再現可能な数値解析手法の確立を目的
に，PVA短繊維混入 RC梁の三次元弾塑性衝撃応答解
析を行い，実験結果との比較によってその妥当性を検
討した．特に，PVA 短繊維混入コンクリートのモデ
ル化においては，短繊維混入によるコンクリートの引
張性能向上効果を簡易かつ合理的に再現するため，コ
ンクリート要素の分割境界面部に短繊維の架橋効果を
モデル化したシェル要素を配置する方法を提案した．
PVA短繊維の架橋効果は完全弾塑性型に簡易にモデル
化し，その降伏応力は一軸引張試験による残存引張強
度から算定することとした．本研究の範囲内で得られ
た結果をまとめると，以下の通りである．

1) 数値解析結果の第１主応力分布から推定評価され
るひび割れ分布性状は，実験結果と比較的良く対
応しており，短繊維混入による破壊モードの変化
も再現している．

2) 重錘衝撃力波形に関する数値解析結果は，短繊維
混入率や衝突速度によらず，実験結果と良く対応
している．

3) 支点反力および変位に関する数値解析結果は，短
繊維混入率や衝突速度によらず，衝撃荷重載荷

初期の性状を精度良くシミュレートしている．ま
た，それ以降の波形性状は，せん断破壊が顕在化
する場合や残留変位が大きくなる場合を除き，実
験結果の応答波形を良く再現している．

4) 1) ∼ 3)より，本研究で提案した数値解析手法は，
短繊維混入 RC梁の耐衝撃挙動を概ねシミュレー
ト可能であるものと判断される．

今後は，実大規模の RC梁に対する衝撃荷重載荷実
験結果との比較検討を行い，本数値解析手法の実構造
物への適用性を検証したいと考えている．
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